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１．はじめに：目的 再生可能資源のストック量を増加させるために有効な政策とはどの

ようなものだろうか？Rauscher(1990)は開放経済体制下での再生可能資源を輸出財生産に

利用する経済での輸出カルテル政策は資源ストック量の定常均衡値に対しては無効とした。

一方、Barbier and Rauscher(1994)は再生可能資源ストックが外部経済性を発揮し、効用

を生むとすれば輸出カルテル政策で均衡資源ストック量は増加するとした。また、資源ス

トック量増加を目的とした他国からの関税措置等による国際相対価格下落に対して輸入需

要が硬直的でないときには、資源ストックが増加するが、輸入需要が硬直的（価格上昇で

も輸入を諦めない）な場合には輸出が増加し、資源ストックを縮小させてしまう。一方、

無償援助は資源ストックを常に増加させ、熱帯林資源ストック増加に有効であるとした。 

 Barbier and Rauscher(1994)は資源を利用して生産する輸出財（財１）のみを生産する

完全特化経済において外部経済性の効用を考慮するモデルだった。これは資源保有者とし

て外部経済性を考慮して資源供給を行う「地域住民」を想定したモデルと解釈できる。一

方、本論文では輸入競争財（０財）生産を行う不完全特化経済で、外部経済性は存在する

が考慮しない「不在地主」的な資源保有状況を想定し、比較静学を行った。Rauscher(1990)

は表１の①、Barbier and Rauscher(1994)は②に当たり、本研究は③④を構築して外部経

済性や不完全特化性による影響について比較検討した。 

表１ 完全特化経済 不完全特化経済 

外部経済性を考慮しない  ① Ｕ＝Ｕ(-ｅ 0,Ｃ 1)  ③ Ｕ＝Ｕ(Ｃ 0,Ｃ 1)   

外部経済性を考慮する ② Ｕ＝Ｕ(-ｅ 0,Ｃ 1,Ｎ)  ④ Ｕ＝Ｕ(Ｃ 0,Ｃ 1,Ｎ) 

 表記の煩雑さを避けてｔを省略し、Ｘ 1、Ｘ 0は財１、財０の生産、Ｃ 1、Ｃ 0は財１と財

０の消費量、ｅ 1、ｅ 0は財１と財０輸出量（０財は輸入でマイナス)、Ｒ：資源採取量、 

Ｎ：再生可能資源ストック量、Ｇ(Ｎ(t))：資源成長量、δ：主観的割引率であり、 

ｐ：生産者相対価格、ｐw：国際相対価格、ｑ：消費者相対価格、λ(t)：共役係数。 

 

２．設定と手法 再生可能資源の成長関数としては資源成長量がストック量に依存して、

ストック量が少ないときには成長量が増大していき、ストック量が大きくなり過ぎると成

長量が減少する関数を仮定。効用関数は加法分離型で、２財２生産要素を仮定し、輸出財
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生産に再生可能資源と労働を利用、輸入競争財生産と資源採取は労働のみで行う。Barbier 

and Rauscher(1994)の輸出財の生産関数は資源ストック量水準に直接影響を受けないが、

本研究では他の研究に倣って、輸出財生産関数に資源ストックを組み込む2。 

 そして、資源成長遷移式 dＮ/dｔ＝Ｇ(Ｎ)－Ｒ、労働制約Ｌ＝Ｌ 0＋Ｌ 1＋Ｌｒ、貿易均

衡ｅ 1ｐw＋ｅ 0＝０という制約条件の下、ハミルトニアン：Ｈ＝Ｕ＋λ(Ｇ－Ｒ)の最適化

条件から、Ｎ、Ｒ、Ｘ 0、ｅ 1を内生変数とした４つの方程式に基づいて比較静学を行う。 

 

３．結果 Barbier and Rauscher(1994)同様に国際相対価格変化、無償援助政策、輸出市

場支配力増加を検討、クラメールの公式から資源ストック量への影響は表２の通り。 

表２ 国際相対価格低下 無償援助 輸出市場支配力

① 変化なし 変化なし 変化なし 

② １－∂ｑ/∂ｐw＞０のとき ↑ 

１－∂ｑ/∂ｐw＜０のとき ↓ 
↑ ↑ 

③ ↑ 変化なし ↑ 

④ ②と③を統合したＸ 0とｅ 1の調整効果＞０で↑ 

②と③を統合したＸ 0とｅ 1の調整効果＜０で↓ 

↑ ↑ 

資源保有者が「地域住民」で外部経済性考慮する場合（②）、Barbier and Rauscher(1994)

が示すように資源ストック増加に対して無償援助は輸入需要の硬直性に関係なく有効だっ

た。これは無償援助が輸出財の国内消費を増加させ（輸出は縮小）、資源利用に対する資源

保全の効用評価を高め、資源供給を抑制するためだった。しかし資源保有者が「不在地主」

的で外部経済性無視する場合（①③）、無償援助政策は無効であり、不完全特化経済(③)

であれば、むしろ資源ストック増加のためには国際相対価格下落政策が輸入財の需要硬直

性に関係なく有効となる。無償援助政策は所得移転分だけの輸入増加と財１の消費増加（輸

出の縮小）となるが生産に影響を与えないからだ。国際相対価格の下落政策が不完全特化

経済で有効なのは労働が財１生産と財０生産のセクター間を移動して輸出財の生産が縮小

するためで、完全特化経済(①)では機能しない。また、輸出量抑制による交易条件改善は

外部経済性を考慮する場合だけでなく、不完全特化経済ならば(③)生産調整により輸出カ

ルテル政策で資源ストックは増加する。モデル④は、②と③を組み合わせたものとなる。 
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